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会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい
て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．代表取締役社長はじめ役職員は、会社の運営において、法令、定款及び社内規程の遵
守（以下、「コンプライアンス」という）が、利益の確保に先だって必要不可欠であ
ることを認識し、その旨を全社に周知徹底する。

ロ．取締役会は、代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置する
とともに、当社及び子会社（以下、「当社グループ」という）の全役職員等が職務の
執行に当って指針とすべき「ｋｔｋグループ 社員行動規範」を制定し、その遵守、
実践を徹底する。

ハ．当社グループの全役職員等が、コンプライアンス違反と思われる行為を発見した場合
の報告体制として、通報者の権利保護に万全を期した内部通報制度を設置する。

ニ．反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。不当要求
等の介入に対しては、警察等の外部専門機関と緊密な連携関係のもと、関係部署が連
携・協力して組織的に対応し、利益供与は絶対に行わない。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役会その他重要会議等の議事録及び重要な稟議書、決裁書類には、議案に係る資
料とともに取締役の意見をも極力詳細に記載し、当該情報の主管部門（管理本部総務
人事課）が「文書管理規程」に基づき、適切に保存・管理する。

ロ．取締役及び監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という）は必要に応じて
これらの情報を閲覧することができる。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．「リスク管理規程」を策定し、当社グループの事業を取り巻く各種リスクについて、
各部門が個別に重要なリスク項目を抽出し、その項目ごとに予防策及びリスク発生時
の対応策を定める。また、リスクの重要度に応じた「管理基準」を定め、リスク管理
のモニタリング（監視活動）体制のあり方についても規定する。
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ロ．抽出された重要なリスク項目は、法的規制その他経営環境やリスク要因の変化に応じ
て適宜見直しを行うとともに、その適切性、有効性については、内部監査の重点監査
対象とする。

ハ．万一の重大リスク発生に速やかに対処できるよう、代表取締役社長を責任者とする
「リスク発生対策本部」を設置するとともにメンバーを予め定め、非常事態に備える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．毎期策定される当社グループの年度計画に基づき、それぞれの事業部門の業務執行を
委嘱された取締役が、設定された目標達成のための活動を行う。

ロ．月次の業績は、毎月開催される定例の取締役会での報告に加えて、取締役、執行役員
並びに代表取締役社長が指名する各部門の幹部社員及び関係会社の役員を構成員とす
る幹部会及びＰＤＣＡ会議において、計画と実績の差異を詳細に検証し、職務執行の
効率向上と情報の共有化を図る。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．「コンプライアンス委員会」の構成員には子会社の役員も含まれる。また「ｋｔｋグ
ループ 社員行動規範」及び「リスク管理規程」は当社グループ全体に適用され実践
される。

ロ．親会社と子会社間の不適切な取引又は会計処理を防止するため、循環取引、架空取引
を親会社による内部監査、監査等委員の重点実施項目とし、また子会社の監査役との
情報交換及び協議を適宜行うことによって業務の適正を確保する。

ハ．子会社の経営の重要な事項に関しては、「関係会社管理規程」に基づき、当社の事前
承認又は当社への報告を求めるとともに、各子会社は、業務執行状況・財務状況等に
ついて取締役会等を通じて定期的に当社に報告を行う。

ニ．各子会社の対応窓口（経営企画部）を定め、当該部署が子会社と一定の重要事項につ
いて協議・情報交換等を行うことを通じて、当社グループ全体における経営の健全
性、効率性の向上を図る。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立
性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
現在は、監査等委員会の職務を補佐する専任補助社員制度はないが、監査等委員会か
ら要求があった場合には、速やかに当該制度を設置し、取締役からの独立性について
も考慮する。
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⑦ 当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査等委員会に報告するための体制その他の監
査等委員会への報告に関する事項、報告したことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
イ．常勤監査等委員は、幹部会その他の重要会議に出席し、重要事項の審議と経営判断の
過程を確認するとともに、必要に応じて取締役（監査等委員を除く）又は関係部門の
責任者に説明を求めることができる。

ロ．当社グループの全役職員等は、職務執行に関する重大な法令・定款違反や不正行為の
事実又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、その他監査等委員会の求める
事項について報告及び情報の提供を行わなければならない。

ハ．内部通報制度は、当社の管理本部長、監査等委員会に直接通報でき、情報提供を理由
とした不利益な処遇は一切行わない。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．代表取締役社長及び経営幹部は、監査等委員会と定期的もしくは監査等委員会の求め
に応じて随時に会合をもち、経営方針やグループ全体の経営課題、経営環境の変化等
について意見の交換を行う。

ロ．当社グループの全役職員等は、監査等委員会が定めた監査方針、監査計画を尊重し、
監査が円滑に遂行されるよう監査環境の整備に協力する。

ハ．監査等委員会は、必要に応じて会計監査人・弁護士に相談することができ、その費用
は会社が負担する。

ニ．内部監査部門は、常に監査等委員会と緊密な連携をとり、監査等委員会の往査や会計
監査人、弁護士等との情報交換の機会設定に協力するとともに、監査等委員会との情
報の共有化に努め、グループ全体の業務の適正確保を図る。

　
（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記内部統制システムの整備を行っており、「ｋｔｋグループ 社員行動規範」
等の諸規程の制定及び内部通報窓口、コンプライアンス窓口を設置し、業務の適正を確保す
るための体制を整備しております。また、金融商品取引法における内部統制に対応するた
め、業務プロセスにおける適正性を確保した体制につきましても整備しております。
　諸規程の遵守や業務プロセスの適正な実施については、内部監査部門が内部監査計画に基
づき、監査等委員会及び会計監査人と連携しながら実効性のある内部監査を実施し、代表取
締役社長又は取締役会に報告を行っております。
　また、常勤監査等委員は、重要な会議に出席し、業務執行の状況やコンプライアンスにつ
いて監視できる体制を整備しております。
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（3）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況
当社グループは、2008年1月11日に制定した「ｋｔｋグループ 社員行動規範」におい
て、「反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない」ことを定
め、当社グループ全社員に社員教育を実施し周知徹底を図っております。
　また、「ｋｔｋグループ 社員行動規範」において、有事の際は、代表取締役社長を委員
長とするコンプライアンス委員会が招集され、組織的に対処する体制を構築しております。
　さらに、平素から反社会的勢力との関係を遮断するため、管理本部総務人事課が外部専門
機関と連携するとともに、反社会的勢力に関する情報の収集を行い、当社グループ内の各事
業所に情報を提供するなど社内体制の整備を行っております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2020
2021

年
年
８
８
月
月
21
20
日から
日まで） （単位：千円）

　

株 主 資 本
その他の
包括利益
累計額 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 294,675 663,325 2,177,628 △131,932 3,003,696 121,063 3,124,759

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △59,038 △59,038 △59,038
親会社株主に帰属
する当期純利益 333,019 333,019 333,019

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

6,461 6,461

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 273,981 ― 273,981 6,461 280,443

当 期 末 残 高 294,675 663,325 2,451,610 △131,932 3,277,678 127,524 3,405,203
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（連結注記表）
Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 4社
連結子会社の名称
株式会社青雲クラウン、ＳＢＭソリューション株式会社、株式会社キタブツ中部、
株式会社エス・アンド・エス

（2）主要な非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称
株式会社ＪＦＫ
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社2社は、小規模の会社であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

株式会社ＪＦＫ
持分法を適用しない理由
持分法を適用していない会社2社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社青雲クラウン、ＳＢＭソリューション株式会社、株式会社キタブツ中部及び
株式会社エス・アンド・エスの決算日は6月20日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券
その他有価証券…………………<時価のあるもの>

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。
<時価のないもの>
移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品…………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用しております。
原 材 料…………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）を採用しております。
貯 蔵 品…………………最終仕入原価法による原価法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産………………………定額法を採用しております。
無形固定資産………………………定額法を採用しております。

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権については財務内容評価
法によって、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……………………従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連
結会計年度に見合う分を計上しております。

役員賞与引当金……………………役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度に見合う分を計上しております。

役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。
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（4）のれんの償却方法及び償却期間
18年間の均等償却を行っております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　退職給付に係る会計処理の方法…当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。

　消費税等の会計処理方法…………税抜方式を採用しております。

Ⅱ.追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響が、翌連結会計年度においても一定の
期間に渡り継続するものと仮定し、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性の会計上の見積りについて、
連結計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度以降の当
社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,289,784千円
　
２．有形固定資産の圧縮記帳額
有形固定資産の取得価額から直接減額している保険差益による圧縮記帳額は次のとおりであります。
建 物 14,620千円
　

３．受取手形割引高 291,919千円

４. 期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しております。なお、
連結子会社の決算日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、当連結会計年度末残高に含
まれております。
受取手形 11,240千円
支払手形 43,503千円
電子記録債務 292,024千円
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の数 5,725,000株
２．当連結会計年度の末日における自己株式の数 357,886株
３．配当金支払額等
（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2020年10月2日の取締役会において、次のとおり決議しております。
① 配当の総額 59,038千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 11円
④ 基準日 2020年8月20日
⑤ 効力発生日 2020年10月29日

（2）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2021年10月1日の取締役会において、次のとおり決議を予定しております。
① 配当の総額 75,139千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 14円
④ 基準日 2021年8月20日
⑤ 効力発生日 2021年10月26日

　
Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資及び短期的な運転資金を銀行等金融機関からの借り入れにより調達しており
ます。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に沿ってリスク低減を図
っております。また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ
スクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、1年以内の支払期日であります。借入金は
主に設備投資及び短期的な運転資金の調達を目的としたものであり、長期借入金については、金利の変動
リスクを避けるため固定金利により資金を調達しております。

　
　２．金融商品の時価等に関する事項

2021年8月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）
を参照ください。）。

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）現金及び預金 2,648,197千円 2,648,197千円 ―
（2）受取手形及び売掛金 2,444,040千円 2,444,040千円 ―
（3）投資有価証券

その他有価証券 451,437千円 451,437千円 ―
資産計 5,543,676千円 5,543,676千円 ―

（1）支払手形及び買掛金 1,500,509千円 1,500,509千円 ―
（2）電子記録債務 1,580,611千円 1,580,611千円 ―
（3）短期借入金 876,378千円 876,378千円 ―
（4）長期借入金 92,564千円 92,340千円 223千円

負債計 4,050,063千円 4,049,839千円 223千円
（注１）金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項
資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（3）投資有価証券
投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。
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負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務、（3）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（4）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっております。

　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連結貸借対照表計上額
非上場株式 48,870千円

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握
することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　
Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記
　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、賃貸として使用している土地、建物を有しております。
　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価
484,644千円 781,872千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．時価の算定方法
連結決算日における時価は、固定資産税評価額及び路線価等に基づいて自社で算定した価額を時
価としております。

　
Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 634円45銭
２．１株当たり当期純利益 62円04銭
　 ※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 333,019千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 333,019千円
普通株主に帰属しない金額 ―千円
普通株式の期中平均株式数 5,367,114株
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Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
　
Ⅸ．記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（2020
2021

年
年
８
８
月
月
21
20
日から
日まで） （単位：千円）

　
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計別途

積立金
繰越
利益
剰余金

計

当 期 首 残 高 294,675 663,325 ― 663,325 40,543 1,000,000 631,306 1,631,306 1,671,849

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △59,038 △59,038 △59,038

資 本 剰 余 金 か ら
その他資本剰余金
へ の 振 替

△158,000 158,000 ─

当 期 純 利 益 192,649 192,649 192,649

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ─ △158,000 158,000 ─ ─ ─ 133,611 133,611 133,611

当 期 末 残 高 294,675 505,325 158,000 663,325 40,543 1,000,000 764,917 1,764,917 1,805,461

　
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計
当 期 首 残 高 △131,529 2,498,320 38,716 38,716 2,537,037

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △59,038 △59,038

資 本 剰 余 金 か ら
その他資本剰余金
へ の 振 替

─ ─

当 期 純 利 益 192,649 192,649

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,498 1,498 1,498

当 期 変 動 額 合 計 ─ 133,611 1,498 1,498 135,109

当 期 末 残 高 △131,529 2,631,931 40,215 40,215 2,672,147
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（個別注記表）
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項
１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式……………………………移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券………………………<時価のあるもの>

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。
<時価のないもの>
移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
貯 蔵 品………………………最終仕入原価法による原価法を採用しております。
３. 固定資産の減価償却方法
有形固定資産……………………………定額法を採用しております。
無形固定資産……………………………定額法を採用しております。

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権については財務内容評価
法によって、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金………………………従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事
業年度に見合う分を計上しております。

役員賞与引当金………………………役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業
年度に見合う分を計上しております。

退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している
と認められる額を計上しております。なお、年金資産の額が企業年金
制度に係る退職給付債務を超えているため、当事業年度末における退
職給付引当金残高はありません。

役員退職慰労引当金………………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

５. 消費税等の会計処理方法……………税抜方式を採用しております。
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Ⅱ.表示方法の変更
損益計算書
前事業年度において「営業外収益」の「その他」に含めておりました「業務受託料」(前事業年度3,960千
円)については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。

Ⅲ.追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
当社では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響が、翌事業年度においても一定の期間に渡り継
続するものと仮定し、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性の会計上の見積りについて、計算書類作成
時において入手可能な情報に基づき実施しております。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響は不確定要素が多く、翌事業年度以降の当社の
財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する短期金銭債権 5,191千円
関係会社に対する長期金銭債権 5,400千円
関係会社に対する短期金銭債務 60,029千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 797,148千円
３．有形固定資産の圧縮記帳額
有形固定資産の取得価額から直接減額している保険差益による圧縮記帳額は次のとおりであります。

　 建 物 14,620千円
４．保証債務
子会社が締結した定期建物転貸借契約(契約期間20年間)に基づく賃料支払いに対する連帯保証でありま
す。

　 株式会社青雲クラウン 1,830,469千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高
売 上 高 39,492千円
仕 入 高 579,866千円
その他の営業取引高 40,773千円
営業取引以外の取引高 25,085千円

２．不動産管理費は、賃貸不動産に係る減価償却費及び租税公課等の経費を計上したものであります。
　
Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数 357,886株
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Ⅶ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
繰延税金資産
賞与引当金 29,529千円
役員退職慰労引当金 18,592千円
未払事業税 4,191千円
賞与未払社会保険料 3,833千円
投資有価証券評価損 3,424千円
未払社会保険料 2,461千円
一括償却資産 1,712千円
貸倒引当金繰入超過額 256千円
その他 2,653千円
繰延税金資産小計 66,655千円
評価性引当額 △17,403千円
繰延税金資産合計 49,251千円

　
繰延税金負債
前払年金費用 60,774千円
その他有価証券評価差額金 16,317千円
その他 133千円
繰延税金負債合計 77,225千円

　
繰延税金負債純額 27,973千円
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（単位：千円）　
属性 会社等の名称 議決権等の所有

(被所有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 株式会社
青雲クラウン

所有
　直接 100.0

商品の仕入
役員の兼務
債務保証

定期建物転貸
借契約の賃料
相当額の保証
(注)

1,830,469 ─ ─

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）当社は賃料支払いに対し連帯保証を行っており、保証料は受領しておりません。
　
Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 497円87銭
２．１株当たり当期純利益 35円89銭
※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。
損益計算書上の当期純利益 192,649千円
普通株式に係る当期純利益 192,649千円
普通株主に帰属しない金額 ─円
普通株式の期中平均株式数 5,367,114株

　
Ⅹ．記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。


